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社会保障に関するGHQ調 査報告の概要と日本社会保障政策への影響

　　　　　　　　　　　－労働諮問委員会報告書を中心に－
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 The summary of the GHQ survey about the social security and Influence on 
Japanese social security policy — Mainly on Labor Advisory Committee Report —

 Masuyama 1)Michiyasu

Abstract 

A report by the social security investigating group of GHQ called a Wanderoo investigating group 

generally in July, 1948 and an advice were done a service of to the Japanese Government.I precede 

this, and, in May, 1946, the Labor Advisory Committee submits "a Report about the Japanese Social 

Insurance Program" to PHW.The Wanderoo report describes the present conditions analysis of the 

Japanese social security that it was based on an LAC report. 

The LAC report analyzes a Japanese social insurance system until 1946 and evaluates the 

uniformity. In addition, It shows the present prescription. For afterward, Japan where this report 

was given to, some important orders are started by GHQ. 

However, for the Wanderoo report, Japan gave a constant response, but ignored LAC 

report in itself. The Japanese correspondence was given like the reception of Department of Social 

Welfare,Faculty of Health Sciences Aomori University of Health and Welfare 

the GHQ order after the LAC report.LAC report in itself had a potential influence for Japan , but, as 
for the indication of the report, there is the part which fulfills a current system. 

(J.Aomori Univ. Health Welf. 9 (2) : 131 — 144, 2008)
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している。特に、1945年 までに医療保険では、ほぼ国

民皆保険が達成されていたことを賞賛 している。

　 また、 日本の社会保障は、「アメリカの社会保障制度

と異な り社会保険と公的扶助の両方 を含む ものとなっ

ていない」 と評価 し、その理 由として、公 的扶助 の概

念が形成 されていないことと、社会保障予算 に占める

政府支出(公 的負担=地 方負担分 も含む)が10%に も

達 していないことを挙 げている。さらに、社会保険は、

イギ リスや ドイッの影響 を受 けて、いわゆる大陸型に

類型化 し、郵便局簡易保険が補完的制度 となっている

ことを重視 している。

要旨

　 1948年 のワンデル報告に先立ち、1946年 にGHQ労

働諮問委員会社会保険報告が作成 されている。 この報

告は、多 くの関係者へのインタビュー と基礎資料の分

析 により、 日本 の社会保障体系の特長 を明示 し、新た

な社会保 障制度構築のための提案 をしている。特 に、

Scapin775成 立や失業保険創設の過程の一部が この報告

によって明 らかとなった。報告は、これまで未訳であっ

たが、こうした点で資料価値が高いと思われる。

　 報告 は、全体 として、 日本の社会保険 は、必要 に応

じて次々 と制度が追加 され、その結果、細かい制度に

分 かれている としているが、い くつかの長所 も見いだ
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1.は じめに

　 1948年9月 にGHQ社 会保障制度調査団は、通称 ワ

ンデル報告 と して知 られている “Report　of　the　Social

Security　Mission”(「社会保障制度えの勧告」)を 日本

側 に手渡 した1)。 以下 この章では単に報告 とい う)。 こ

の報告は、 日本の現状及 び社会保障史と勧告の2部 構

成 となっていて、巻末には、付属 資料 として、社会保

険制度調査会 による 「社会保障要綱」、財政統計等が掲

載 されている。第1部 は 「(GHQ)公 衆衛生福祉部の…

社会保障課が…大部分 を用意 した」資料 を中心 に記述

されている。第2部 では、社会保険、生活保護、医療、

保健衛生の各分野での今後執るべ き方策について、そ

れぞれ詳細に記述 されている。 なお、調査団長の ワン

デルは、1947年 、GHQの 社会保障部長当時、社会保障

研究会 の会員 として日本の学識経験者 との意見交換 を

行っている2)。

　報告は、 自由主義的色彩が強い。ワンデルは、序文

冒頭で、社会保障は 「人生における重大災難による処

の経済的打 撃か ら個人 を保護す る為」の制度であると

定義 している。社会保障制度を自由主義の根幹 を支え

るもの として意義付けている。

　報告は、社会保険について 「長年に渉る立法的、行

政的努力 に依 ってかち得 た社会保険の進歩発達 を犠牲

に」 し 「国民の社会保険に依 って保障 されている安堵

感をおびやかす如 き」再編成は行わない方が よい と述

べ ている。ただ し、 日本経済の現状は、第2次 世界大

戦前の経済水準 と比較 して相当低下 してお り、当面 は、

「国民が辛 うじて生 きてい く程度 に近いときは…最低生

活以下に属する個人或は家族の…実際の要求に基いて

行 う救済制度」 に重点 を置 く必要があるとも述べてい

る3)。 しかし、このことは、国家扶助が優先 されるべ き

であるとの方向を示 したものではない。報告では、社

会保障制度の中心 は社会保険にあ り、生活保護制度 は、

社会保険を補完す るものとして位置付 けている4)。

　 実現可能な施策 を勧告するとの趣 旨から、社会保険

の対象 を都市生活者、 とりわけ給与所得者 に限ること

を勧めている。この場合対象者数は、5人 以下規模 の小

企業か ら官吏までを含め、被保険者数約750万 人、被

扶養者 を含 めると2,500万 人規模 となると予測 してい

る5)。 これは、人数的には1950年 の健康保険加入状況

を下回る数値であ り、かな り実現性の高い ものであっ

た。 しか し、これに必要 な醸出額は、1947年 会計年度

基準で、被保険者一人当た り平均所得の11.3%に 昇る

と推計 されるが、当時の財政事情 の下では現実的では

なかった6)。

　 また、報告は、「国家全体 としての社会保障制度の 目

標」は何か という問いかけに対 し、「欠乏か らの 自由が

世界中の自由人の基本的 目標である」 と答えている7)。

社会保障は、「自主性 を発揮 し、企業を盛んならしめる

適切な環境 を造 り出す…平等の立場 に立って競争 をし、

勤勉に努力 し、 自らの能力 と腕前を十分に発揮する」8)

ことに効果 を持つ ものであると述べ、社会保障が必要

となる人生上 の重大災難 として 「一時的及 び恒久的勤

労不能、又は不本意の失業 に依 る収入の喪失、医療費

の負担、家庭に於ける働 き手の喪失、老齢に依る要扶助」

をあげている。

　社会保障給付、特に社会保険給付が、「保護或いは保

険給付 の量は、 これに対処する経済的資源 により決定

される」ことか ら、制度の統合、単一の省への権限の

集中による 「僅かの資金 をもって最 も経済的運営 を行

う」 ことが必要であると指摘 している。さらに、「国会

と責任ある政府機関 とに対 して、社会保障に関す る企

画、政策、立法につ き勧告 を行 うため」代表的審議委

員会を設置することを求めている9)。

　社会保険の統合 については、健康保険及び年金保険

を 「適用範囲、保険料金、保 険給付、及び財政運営 に

つ き同一の規定 をもった単一の制度にまとめ、…同一

の社会層のものが…総ての大 きな事故 に対 して保険 を

受け得る ようにすべ きである」 と勧告 している。この

場合の同一社会層 とは 「商工業従事者、…官吏、…船

員等の総合計」である。

　 なお、生活活保護法(旧 法)の 制定について 「これ

に依 る現在の給付は決 して充分で はないが世界に於い

て最 も進歩せる…総合的無差別の」公的扶助制度であ

ると評価 している。実際の給付については 「収入を失 っ

た場合 には…資格のある者 に凡て権利 と して与え られ

ることになると、…他に頼 りにす る財源 をもってい る

人の所 まで支給 される事がある」とし、「最低生活以下

に属す る個人あるいは家族 の必要度 を調査 し、その実

際の要求に基づいて」救済 を行 うことが必要であると

している。

　 報告は、社会保険の統合の困難性 を認め、「財政面 と

保険給付組織に関 して幾多 の調整 を行 わなければなら

ない」 と述べている。又、 このような困難を越えて社

会保険の統合 を行 うため に、中央の機構の統一が必要

だとしている。社会保障審議会は、この勧告 を実現 し

たもの とされている10)。しか し、 この審議会は、社会

保障の企画 ・立法 ・政策提言 を行 う行政府 と立法府 に

またがる独立 した機関ではな く、単に内閣に助言をす

る諮問機関として創設 された。

　 こうしたワンデル報告 の日本社会保障の現状分析 と

改善提案 は、最初 に記 した ように、1946年5月 に、労

働 諮問委員会(U.S　 Advisory　 Committee　 on　Labor　in

Japan以 下LACと 記す。)がPHWサ ムス課長 に提 出
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した “Report　on　Japanese　Social　Insurance　Programs”

(「日本の社会保険制度 に関する報告」以下社会保険報告

と記す。)の 記述が基 となっている11)。LAC自 体 の研

究 は戦後占領史研究の一環 として行 われてお り、その

中で も労働保険 とりわけ失業保険創設に関する研究や

労働組合関係制度の研究 は社会福祉 ・社会保障の研究

者が取 り組 んでいる。 ところが、ここで取 り上げた社

会保険報告は、翻訳 もされてお らず、またその影響が

どの程度であったか ということについて もほとん ど研

究がされていない12)。

　本小論では、社会保険報告の概 要を紹介 し、それが

日本の社会保障制度 にどの ような影響 を与 えたかにつ

いてわずかなが ら検討 を行 う。

2.LAC報 告による日本社会保険制度評価

　 LAC報 告はPHWに 敷設 された労働諮問委員会が半

年以上かけて行 った社会保険関係者への ヒヤ リング と

主 として厚生省保険局(当 時〉が提 出した社会保険関

係 資料 ・統計 をとりまとめた ものである。 ヒアリング

は研究者、医療関係者、社会保険局 ・社会保険事務所

職員等広範囲に行われ、社会保険制度に関 して具体 的

で詳細 な発言 を得ている13)。また、保険局等の提出資

料 は、現在他の形では入手困難であ り、統計 もこの報

告以外で はみいだせ ないものがある。 こうした点で、

報告の資料価値は高い。

　2.1戦 前社会保険制度の評価

　 この報告 は、戦前の 日本の社会保険制度を概括 し、

その問題点 を指摘 し、今後のあるべ き方向を示 してい

る。また、「インフレーシ ョン時代に於いて も、社会保

険制度 を維持 し、…健康保険並 びに国民健康保険 に対

して、特別の措置を講 じ、…範囲 を拡大す ること…に

何 らかの方途を講ずべ きこと」(以 下、引用部分 も拙訳)

を勧告 している14)。

　 LAC報 告では、「日本では、社 会保 険制度は、1922

年に創設 された。」 と述べている。但 し、 この最初 の制

度(労 働災害補償制度)は 、対象が限られていて給付

額 も社会的に極低額だった15)。

　本格的な社会保険制度 は、1931年 以後 に構築 されて

いった。全体 として、 日本の社会保険は、必要 に応 じ

て次々と制度が追加 され、その結果、細 かい制度 に分

かれている(many　 additional　part)と いった短所 に関

する記述が多い。 しか し、い くつかの長所 も見いだ し

ている。特 に、1945年 までに国民の 「4/5以上が今 時

大戦 までに社会保険の適用 を受けていた。現在 はほぼ

3/5が 適用 を受けている」ことを賞賛 している。医療保

険では、ほぼ国民皆保険が達成されていた。

　 日本の社会保障は、「アメリカの社会保障制度 と異な

り社会保険 と公的扶助 の両方 を含 むものとなっていな

い」 という点が最大の欠点 として挙 げられていて、公

的扶助 の概念が形成 されていない ことと、社会保障予

算 に占め る政府支出(公 的負担=地 方負担分 も含む)

が10%に も達 していないことがその理由であるとして

いる。

　社会保 険は、イギリスや ドイツの影響を受けて、い

わゆる大陸型に類型化 していると述べている。 この点

については、郵便局簡易保険が補完的制度 となってい

ることを重視 している。

　社会保 険の体系 自体は、戦争 を意識 して創 設された

と結論づけている。その結果、掛金が課題 に積算され、

特 に年金保険の掛金 は戦争遂行 に流用 された としてい

る16)。戦争 と社会保障制度の関係 に注 目した記述は、

文献的に最 も早いものの一つといえる。

　 2.2保 険財政の現状

　 1946年 初頭 は、敗戦後の社会的、経済的混乱が収拾

されていない。イ ンフレーシ ョンにより、国民生活が

危機的になっているだけでな く、政府財政 も困難が増

していた。その中で、国民の生活 を支える社会保障に

ついては、「中央政府の予算 のわずかな部分が社会保険

制度のために充て られているが、それに付加 されてい

る地方の拠 出は、政府予算の0.2%以 下 に過 ぎない」状

況で、とりわけ医療水準 は戦前を大 きく下回っていた。

「大蔵省は、同年の国民所得 は約900億 円と推定 し、(こ

れが)国 家の総収入であるならば、社会保険制度の充

て られ る約1,477,000,000円 は、国民所得のわずか1.6%

であり、国家予算歳出の0.5%以 下に過ぎない」額であ り、

戦争経費 と比較 しようにも全 くできないほ ど低い額が

社会保障費 として計上 されているに過 ぎない。

3.LAC報 告に見る日本社会保険への提言(一 般的な

改善提案)

　 以上の ような分析か ら、LACは 、い くつかの実現可

能な提案(処 方箋)を 提示 している。また、それを実

現す るために、「根本的改革に依 ってのみ…徹底的改革

が可能であ り…かかる改革 を企画する組織 をただちに

確立すべ きこと」を進言 している。社会保険調査会 は、

この報告以前に設置されていた17)が 、報告の巻末には、

社会保険調査会の委員名簿が記載 されていて、調査会

を注 目していたことが伺われる18)。

　 LACの 提 案 は、 ワ ンデ ル 報 告 がGHQ行 政 命 令

(Scapin-A)形 式による一定の強制力 を有するような外

観であったこととは違い、選択肢がい くつか用意 され、

その採択の可否 も日本側にゆだね られている。
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　年金 については、以下の3点 を提案 してい る。給付

要件 を見直 し、給付年齢 を引 き上げると同時に資格獲

得年数を短縮す る。年金財政の悪化 を防 ぐために政府

支出を増加 させる(年 金給付の一部 を公的負担 とする)

か、掛金率を引 き上げる。将来の給付引 き当てのため

の積立てをやめる(完 全な賦課給付 とする)。

　 医療保険 については、原則 として健康保険 と国民健

康保険の統合す るこ とを提案 している。保険財政 につ

いては、 この他に、掛 け金捕捉 を強化 し、労働者 と雇

用主双方の所得比例 による負担 を厳密に求めることを

提案 している。

　社会保障 と社会保 険との関係 では、児童手当、失業

保険(失 業給付)、 失業者等への社会保険外医療給付制

度の創設を提案 している。

4,日 本の社会保障制度へのLAC報 告の影響

　 4.1各 種の制度創設について

　報告 に盛 られた制 度 の うち、失業 保 険は、GHQ/

PHWの 強力 な指揮 によ り、社会保険調査会 にそのた

めの小委員会が設置され、1946年 末には答申が出 され

1947年 初 までに法制度が整備施行 された。LACが 制度

設計か ら施行 まで強 く干渉 したのは、この制度が労働

基準法や労働組合法等他の労働者保護に関す る法制度

と密接 な関係があったためであろう。

　児童手当は、ご く低額 な一般手当と母子家庭 を対象

とした児童扶養手当の二制度 として1957年 までに成立

した。一定の条件 を満たすすべ ての国民 を対象 とす る

のではなく、精緻な区分による細分化が ここで も起 き

ている。

　労働者や自営業等稼働収入がある社会保険被保険者

とその扶養家族以外 を対象 とする医療給付制度は成立

しなかった。国民健康保険が一旦休止状態 にな り、再構

築 された際には、健康保険適用(共 済組合 を含 む)外

の全ての国民が対象 とな り、稼働収入の有無 による区

別はされない ことになった。現在お きている掛 金未納

による給付制限は制度再構築時の対象範囲拡大が一因

といえるだろう。

　生活保護に吸収 された医療扶助制度 を拡大 し、無業

者や低所得者全てへの無償低額な医療提供制度 とす る

ことが本来望 まれていたと思われるが、そ うした方向

での制度整備 は行 われなかった。医療 については社会

福祉法上の第二種社会福祉事業 として、 また介護サ ー

ビスについては、介護保険及び障害者自立支援法に規

定する境界層認定が低額 なサー ビス提供手段 とされて

いるのみである。

　年金制度では、簡易保険の扱いが揺れ動いた。19世 紀

中期 に創設されたフランス年金制度は、ILOの 歴史統計

によれば現代的年金保険の嚆 矢 とされているが、この

制度 は、いわゆる制度対象者が強制加入す る社会保険

型 ではなく、政府保障による任意加入で掛金 自体 も個

人が設定す る方式をとっていた といわれる。すなわち、

簡易保険は初期 フランス型年金 に類似 した制度 とい う

ことができる。

　前述 したように社会保険 としての年金制度の補完的

制度 として簡易保険は認識 されていたため、創設当初

は郵政が担当であったに もかかわらず、厚生省発足時

には保険局が管轄 した。結局、郵政 に管轄が戻 り現在

に至っている。郵便貯金 と共 に戦費調達に利用 された

が、利用 しやすい生命保険 ・傷害保険 としてまた、郵

便局が窓口であるため国家保護 にあると理解 されたた

め多 くの国民が戦後 も加入 してい る。 とりわけ学資保

険は、 中流以下家庭出身者の進学に大 きな影響 をあた

えた。

　 4.2制 度運営上の提言とその影響

　最 も注 目すべ きは、「社会救済」(scapin775)に 言及

していることである。 この指令が出される日付 まで正

確に報告 されている。公的扶助に関してLAC報 告では、

この件 り以外では全 く触れ られていないが、関心は高

か った ことが伺 える。scapin775とLAC委 員 との関係

については今後研究 を深めたい。

　 国民の社会保障に関す る権利 については注 目すべ き

提案が二つ出されている。一つは、都道府県ごとに社

会保険に関す る協議会 を設置す ることであ り、 もう一

つは、不服 申し立て制度の整備である。後者については、

社会保険審判制度 として成立 した。

　前者は、都道府県ごとに住民が参加す る経営協議会 を

設け、中央には医療関係者 と消費者(保 険財政の負担者

かつ利用者)に よる保健医療協議会を設けて制度の改革

をすすめるという提案であったが、中央では、社会保障

制度審議会、地方では都道府県社会保険審議会 ・社会

福祉審議会が組織 されたが、利害関係者 と有識者によ

る組織であ り、国民の直接参加 による協議会 は設立 さ

れていない。

5お わ りに

　 LAC報 告 は、形式的にはGHQ/PHW内 部 の調査

報告に留まり、日本政府 を直接拘束するものではなかっ

た。そのために、報告がその まま社会保障政策 に反映

す ることはなかった。 しか し、その後 のワンデル報告

にこの報告 の骨子 がその まま取 り入れ られ ることに

なった結果、報告が期待 した政策 ・制度が立案 ・実施

された部分 もある。いわば、間接的に報告は戦後の社

会保 障制度にある程度 の影響 を及ぼ したとい うことは
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　　の生活水準 を維持 してい く」ことが可能になれば、

　　政府への信頼が高 くな り社会 は安定する としてい

　　る。自由主義社会では、「予期 し得ざる出来事に際

　　して個人を保護す る」ことが 「個人の勤労、或い

　　は企業の結果を保護」することとなると述べる。

9)報 告 は、社会保障実施 について単一省構想 を打 ち

　　出 しているが、この点か ら、労働省へ の労働保険

　　移管について否定的な見解 を述べている。

　　「本報告書は、斯かる政策的な考慮について議論す

　　る ものではないが、…望ま しい社会保 険の統合 を

　　妨 げることあ りとするならば不幸である。…短期

　　的な政策的理由か ら犠牲にす る事 の賢明な りや否

　　やについては、極めて疑わしい ところである」

　　代表的審議機関の設置の理由 として、社会保障制

　　度は 「多数の人々に関係 を有す…ものであるか ら、

　　中央 に於いて これに関係あ り関心を持つ人 々を代

　　表せ しめ、 この制度に参画せ しめる保 障」の必要

　　か らとしている。その場合、委員は、事業主、関

　　係省庁、学識経験者、その他関係者 を充て、任期

　　 4～6年 半数交代制 とすること、「国会に対 しての

　　み答 申の義務 を有 し、発言 と…調査の 自由を確保

　　する」 こと、独立 した事務局 を持つ ことを要件 と

　　 している。

10)「社 会保障制度審議会設置法案要綱」1949.2

　　閣議決定

　　末尾 「理 由」に 「社会保 障制度に関する総司令部

　　よりの勧告 に基 き、社会保障制度審議会設置法を

　　制定す る必要がある。」としている。

in Japan 

 Programs"

on Labor 

Insurance

U.S Advisory Committee 
"Report on Japanese Social

11)

　　 1946国 会 図書館 憲政 資料 室所蔵 マ イ クロ

　　フィッシュ(フ ァイルは、2種 類 ある)NNDC

　　 775024の 付属文書 に、PHWサ ムス宛送付

　　状が見 られる。

12)LACに 関する詳細 な研究は竹前栄治に よってな

　　されてい る。又、失業保険成立過程 については、

　　菅沼隆の研究に詳 しい。しか し、これ らの研究では、

　　ここにとりあげた 「社会保険 に関す る報告」には

　　言及 していない。

　　竹前栄治 「アメリカ対 日労働政策の研究」1970

　　日本評論社、竹前栄治 「戦後労働改革」1982

　　東京大学出版会

　　菅沼隆 「日本 における失業保険の成立過程」東京

　　大学社会科学研究所 『社会科学研究』第43巻 第

　　 2号 －第44巻 第3号1991-1992

13)研 究者へのヒア リングでは、大学間のライバ ル意

　　識が垣 間見 える発言 もある。 なお、ヒアリングの

で きよう。

　今後、LAC報 告とワンデル報告の関係 とワンデル報

告 と社会保障制度審議会成立の関連 を検討 してい きた

いo

　 なお、付録 としてLAC報 告の抄訳 を掲載する。全文

は紙幅を大幅に超過するため前半の主要部分は全訳 し、

その余 は、項 目のみ訳 出 した。また、付属文書等 も省

略す る。

　　　　　　　　　　 (受理 日 二平成20年11月11日)

<脚 注>

1)SCAPIN5812-A"Report　 of　the　Social　Security

　　Mission"1948「 社会保障制度えの勧告」1948,10厚

　　生省大 臣官房訳。報告 となっているが、scapinA

　　 (GHQ行 政命令)と して提示 されてお り、拘束力を

　　持 つ文書 となっている。 なお、傍点 「え」 は、誤

　　字ではな く原文のまま。

　　本論文での引用は、厚生省訳 による。但 し、原文

　　対照す ると誤訳又は意訳 と思 われ る箇所 があ り、

　　その部分については拙訳を補 った。

2)保 険局庶務課 「社会保障研究会 について」厚生省

　　保険局 「社会保険時報」第21巻 第8号1947

3)「 保護或いは保険給付 の量 は、これに対処する経済

　　資源 により決定 され る。…量 と期 間 と、最小 限度

　　の適用資格 は、 ともに全体の費用に影響する」

4)「 必要に応 じて救済制度か ら、不十分 な保険給付 を

　　補 う」

5)「 自家営業、家庭労働又は農業従事者の者 について

　　 は、今 ただちに適用 を受けるべ き事 を勧告する も

　　のではない」「保護の必要性 とい う観点からみると

　　… 工業労働者 よりも特に恵まれた立場にある」

6)実 際の1947年 の社会保険等 の負担率は、単純

　　平均で約5%で あった といわれるが、国家負担 を

　　 3%と 仮定 しても国民負担 は、が1.7倍 以上 とな

　　 る。 これは、社会保険制度調査会案の第1段 階実

　　施に必要な最低の国民負担 と余 り変わ らない。

7)ワ ンデル報告　 P93「 第二部勧告書」A社 会保

　　障制度　 1、 総論

　　続けて、この 目的を実現す るために、社会は、「働

　　 きうる者に良き仕事 を与え、老人、失業者、傷痍

　　者、幼少年者に、生活の保証を与 えることによって、

　　凡 ての人に対 し、生命 と健康 を維持するに必要 な

　　途を供給すべ きである」 と論 じている。

8)こ の前段では、「生活の道が個人の力 に依って統御

　　 し得ない」近代国家においては、「経済的、政治的

　　並 びに社会的機構 の不安 を防止 し安寧を維持す る

　　方法 として」社会保障が必要不可欠の ものである

　　 とし、社会保障によって、「個人が満足 し得 る程度
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　　全 てに 日本側の対GHQ担 当者(LOC連 絡員)

　　が立 ち会っている。

14)LAC報 告“Ⅶ－1イ ンフレーシ ョン期間中の維持

　　すべ き社会保険プログラム問題”

　　ワンデル報告に引用されている部分 は、前述 した

　　厚生省 ワンデル報告訳文を参考 にした。

15)LAC報 告"I－ 日本の社会保険制度の概要"

16)こ のことに関 しては、昨今マスコミで も年金問題

　　の一部 として、年金制度成立初期の積立金流用問

　　題 として取 り上げられている。

17)昭 和21年3月29日 勅令167号 に より設置、

　　厚生大 臣監督下におかれる。

18)LAC報 告記載 の社会保険調査委員名簿 と実際の

　　委員は若干相違が見 られる。確認作業が終 了 して

　　い ないため、付録抄訳にはこの名簿は訳出 してい

　　ない。

(付録)

日本の社会保険制度報告書(抄 訳)1)

　 労働諮問委員会

1946年12月!4日

序文 と要約

1． この最終報告では、労働党諮問委員会 は、少 な く

　 とも、1946年4月11日 付 けの中間報 告で指摘 した

　い くつかの問題に回答 を与える2)。調査期間が限 られ

　ていたために、当委員会 の結論には限界がある。 さ

　 らに広範囲 に日本の社会保険制度の実際を観 察す る

　必要 を強調 したい。当委員会 は、そうした活動 を望

　でいる。本報告書 は、よ り幅広い研究において役 に

　立つか もしれない。 なお、本報告書では、緊急かつ

　重要な行動が必要な点 も示 している。

2.第2章 で この勧告 の背景 を説明 している。現行社

　会保険制度 を概括す ると3}、調査では、日本人の4/5

　以上が今時大戦までに社会保険の適用 を受けていた。

　現在 はほぼ3/5が 適用 を受 けている。他の部分で、

　当委員会 は、最近の社会保険のバランスシー トを解

　明す ることを試みた。 ここでは、国民所得あるいは

　政府財政支出のごく一部だけが社会保険に費やされ

　ていることを示 した。詳細 は 「付録A」 を参照 され

　たい。

3.第3章 では、当委員会は、国際的な社会保 険制度

　の発展に照 らし合わせて、日本の社 会保険制度の一

　般的な特徴 のい くつかについて議論する。

4.第4章 では、 日本 自体で、現在の社会保険制度の

　変更に関 して活発な議論が続けられて ている事実に

　言及す る。最近、関係す るすべてのグループの代表

　者で構成 された 「社会保 険調査会」が設立 され、社

　会保険の包括的な改革 に関する研究がすすめられて

　いる。

5.第5章 で、当委員会 は、 中間報告で表明 した社会

　保険の広範囲の改革が行われ る可能性 と、当然行 う

　べ きことについて確認する。但 し、社会保険改革は、

現状ではい まだ満たされてない一般的な条件に依存

　するため、包括的な改革 に関す る詳細な提案 をす る

　ことは控 える。 日本の将来における経済に関する確

　固たる政策決定 と賃金 ・物価水準の安定化が、改革条

　件 として重要 となっている。

6.日 本の社会保険の包括的な改革が しば らくの間延

期 されなければならないとして も、当委員会は、こう

　した改革計画に取 り組む機関が準備 されることがは

　最 も重要である とい う認識 を示す。第6章 では、当

　委員会 は改革計画の中心 となる2つ の組織 を示す:

　厚生省大 臣官房の一部 を新たに労働省 に変え、社会

　保険調査会 を発展 させて社会保険に関心 を持つ市民

　グループ代表による組織体 を設置する。

7.第7・8章 では、包括 的な改革の前に、当委員会は

　緊急に改善すべ きい くつかの課題に対処する。

8.最 初の問題は、インフレーシ ョンが続いている問、

　社会保険がいかに生 き延びるか、その方法 について

　である。当委員会 は、各種 の制度の収支が貨幣価値

　の減少によって も持 ちこたえることがで きるのかに

　ついて議論する。インフレーシ ョンが続 く限 り、臨

　時的な 経費 に必要 とす なる総額を制限 して、資産 を

　で きるだけ安定 した投資へ振 り向けることが必要で

　あることを示す。

9　 財政面で最 も重要で緊急の問題は、労働者年金保

　険制度に関係 している。当委員会 の調査結果による

　と、支払い済み掛 け金の半分以上が、かな り未来 ま

　で支払 われない老齢年金のため に蓄え られてい る。

　この部分 は、 インフレーションの進行によ り毎 日の

　ように貨幣価値が下がるため膨大な額が失われてい

　る。

　当委員会が考量すべ き3つ の根本的な代替案がある。

　第1は 、よ り多 くの被保険者 に対 して より早 く給付

　をするために、旧要件 を見直すことである。第2は 、

　現行の給付要件を変 更せずに源泉徴収 によって財源

　を確保する。これによ り、緊急 に必要 となってい る

　各種 の扶助利用で きる歳入の相 当額が確保 で きる。

　第3の 選択肢 は、現在の、また将来の危機 回 避のため、

　現行 の年金準備金 を停止する。これ らの選択肢のい

　ずれかを当委員会の決定として提案するのではなく、

　この問題の他、 より緊急 の目的のためにこれまでの
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　財政備蓄の利用に関 して迅速 な調査 と制度化 を強 く

　押 し進める。

10　医療水準 を上 げるための処置は、当委員会が推奨

　する最 も重要かつ最 も緊急な行動の一つである。当

　委員会 は、 この分野の改善が社会保険制度 とは別の

　改革が必要なことを認める。 しか し、十分 な医療水

　準 を確保には、健康保険 とと国民健康保険に影響 を

　及ぼすい くつかの特別措置が不可欠である。全国の

　社会保険機 関の代表 と医師会等 によって構成さ れる

　社会保険 ・医療サー ビス協議会の創設は、こうした

　措置の一つである。

11.一 般的な問題 を更に探求す る間にも、就労中は加

　入で きていた健康保険の権利 を失って しまったため

　 に治療 を受けられない失業者 に医療 を提供す るする

　 ことは、緊急 な課題である。

12.当 委員会の意見の中で最 も重視 したいのは、社会

　保険の民主化のために被保険者その他 の国民が幅広

　 く管理 に参加することであ る。県ごとに管掌 されて

　 いる健康保険では明 らかにこれが特 に必要になって

　 いる。当委員会は、全ての都道府県に経営方針決定

　 と実務管 理を行 う協議会が設立されることを推奨す

　 る。

13.被 保険者に新 しい心構 えを植 え付ける教育訓練計画

　 の展開は前項 と密接な関係があ る。こうした計画は、

　 日本の大衆に対 して緊急 に必要な一般教育の一部で

　 ある。労働運動は、この過程に参加 しなければなら

　 ない。

14.当 委員会は、既存の制度か ら漏れてい る人々に対

　 して、制度適用の拡張 に関す るすべての問題 を即時

　 に集 中的 に調査す ることを推 奨す る。この調査 は、

　社会保険への加入に関する費用 と管理の課題を含 む。

15.失 業手当制度の設立 について、日本側で も幅広 く

　議論 されている。当委員会は、その ような制度が社

　会保険の広範 な改革の一部でなければならない と認

　識 している。いずれにせ よ、一般的改革 に先 だって

　確立 されるべ きこうした制度は、主 に当委員会が特

　 に興味を 持つ公共事業制度の成功に依存する。当委

　員会 は、他 の国で開発 されている種々の失業手 当の

　類型について議論 し、日本の状況 に即 してこれ らの

　類型 を評価す る。 また、公共職業 紹介所が失業保 険

　や どの ような失業援助制度 に関する重要 な役割 に、

　特別な注意をはらう。

16.産 業事故へ の補償 の変革 は、当委員会の見解 とし

　 ては、直 ちに調査すべ きものの一つである。当委員

　会は、現状の内、特 に二局面について言及す る。 ま

　ず、 日本の労働者補償は主 に健康保険と労働者年金

　保険によっているという事実である。調査によって、

　 こう した制度が労働安全性 と産業衛生への雇主の関

　心 を弱めているかどうかを確定 しなければならない。

　そ して、当委員会 は、 もし、そ うした場合 には雇主

　の追加負担 を推奨す る。次 に、雇用主責任保 険が狭

　い適用範 囲と管理経費がか さむ別々の制度 となって

　いるとい う事実である。更 なる調査 によっては、他

　の制度 と統合 されなければならないとい う結論 につ

　ながるかもしれない。

17.日 本で広 く開発 された郵便局の簡易保険は、本来

　の社会保険制度ではない。しか し、それが、どれだけ

　広範 に社会保険制度 プログラムを補っているか、若

　 しくは、社会保険の複製 なのかについて知 るために、

　簡易保険の社会的価値を調査す ることが必要なよう

　である。

18.当 委員会が注 目する最後の問題は、現在 の不服申し

　立て制度のよりよい改革である。より効果的な不服申

　 し立て制度は、日本の社会保険の民主化への支援 とな

　ろう。

Iは じめに

　 日本の社会保険制度 に関す る予備的調査 に基づ く労

働 諮 問 委 員 会(the　 Labor　Advisory　 Committee)の

1946年4月11日 報告 は、 さらに詳細 な調査 に基づ く

意見の申し出が必要であるい くつかの問題を提起 した。

その後、当委員会は、制度の分析 を続 け、中央政府や

都道府県、地域の担 当者か ら情報収集を行い、調査を

続けた。 さらに、数回にわた り、雇用主 ・労働者の代

表者、医療関係者、主要 な大学 の社会保険を研究 して

いる教授、公的福祉専 門職、民 間福祉施設等役員 に意

見を求めた。

　 この調査 の問、当委員会 は、社会保険制度の効果は

法令等だけでは評価 できない ことを絶 えず心 にとめて

おいた－ 日本の社会保険法 に関 して重要な役割を演ず

る－制度運用 を調査 して、評価す ることが等 しく重要

である。利用できる時 間が限られていたため、当委員

会は、限定 された場面の観察 しかできなか った。社会

保険を担 当するPHWの 新 しい部署 における最も緊急の

任務 のうちの1つ が、 日本国内の多 く地域 で、社会保

険制度運用 を監視することである。 この報告の結論の

多 くは、更なる調査のための指針 となるとい うよりは

む しろ、質問に対する確答 として考えて欲 しい。 しか

しなが ら、当委員会 は、 この限定 された調査はまさし

くGHQ/SCAPの 直接行動の要点 を示 していると信 じ

ている。今後の調査 を経て、可能な限 り、必要に応 じて、

その他の場合にも指令する。6章 と7章 は、これらの種々

の問題を扱 う。
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Ⅱ日本の社会保険体制の概要

1法 制度

　 日本の社会保険の法的枠組みは、比較的近年 に形成

された。1922年 に創設された労働者 と鉱夫のための強

制的な健康保険は最初の社会保険制度であるが、適用

範囲が制限 され、社会的評価 も低かった。1931年 に確

立 した労働 災害保険(雇 用者責任保険)は 、同 じよう

に限定された範囲と、給付の制限があった。

　戦争準備の期間 と開始時期に発達を遂げた社会保 険

法制度は、戦時 目的に よって様 々な影響を受けた。こ

の発達の主要 な特徴は、以下の通 りだった。

　 a.強 制的な健康保険は、1934年 には適用範囲が拡大

した。

　 <原 注1>こ れ までの制度では適用外だった都市に

住 む労働者や給与所得者 を含む。更に、病気 だけでな

く、事故や出産の費用 も含む医療給付や所得保障 も行っ

た。

　 b.1936年 法は、大企業や鉱 山の労働者が定年退職す

る場合に退職手当手の給付を定めた。

　 :これは1941年 に労働者年金に変更された。(下記参照);

　 c.1938年 に創設 された国民健康保険は、 日本 の体制

上画期的な制度 となった。これ までの健康保険の適用

外だった世帯 をカバー したが、その運用 は任意の国民

健康保険組合が行った。

　 d.1939年 法 は、船員のための特別な社会保険を創設

し、失業以外の全ての社会的事故、すなわち、病気、労

災、障害、引退、老年 と死 に対 して保障 した。

　 e4).1941年 の労働者年金法によって、健康保険が適

用 されている労働者に、老年、回復不能な障害や稼 ぎ手

を失った場合 に現金 を給付することになった(一 時金若

しくは年金)。 年金受給資格前 に離職 した被保険者には

脱退一時金 を支払った。それまでの退職手 当法は効力

を失った。

　 これ らの制度の成立 までの概要は、付録Aに 含 まれ

る。これ らの保険制度の成立過程での正確 な時期の決

定 は、制度の基本 となる法 に関す る改正案、政令、天

皇 の詔勅 が複雑 であるため非常 に難 しい。;そ れでも、

付録では現在利用できる最 も正確な情報を提示 したい。

2適 用 範囲

　 「正 常」 な状 況 の下で これ らの制度 の対象 となって い

る人 数 を提 示す る こ とは で きな い。下 記 の表1は 、戦

争 時期 の産業 労働 者 数 で あ り、 今後 の 日本 で は あ り得

ない か も知 れ ない。;表1は 、戦 後の混 乱期 の工業 生産

低 下時期 の数字で あ り、一 時的 な もので しか ない。

<原 注2>「 健 康保 険」 の正 しい 英語 表 記 は、Health

Insuranceで あ るが、「国民健康 保 険」(National　 Health

Insurance)と 区 別す るため にSickness　 lnsuranceと 表

記 して いる。

表1　 日本の社会保険制度の適用範囲

保険制度

都道府県管掌健康保険

健康保険組合

労働災害保険

労働者年金

船員保険

国民健康保険

対象事業数

(1944年12月31日)

153,392

555

(1944年 末)

26,000

(1944年11月)

139,183

国民健康保険

組合数

(1945年9月27日)

　 　 　 　 10,440

被保険者数

7,998,732

被保険者数.

　　　 　　　 　　　 4,568.502

※(約6,852,000人 の扶養 家族)

　 　　 　　 　　　 　 4,924,368

※(約7,386,000人 の扶養 家族)

600,00

8,680,379

(1945年4月30日)

160,000

加入者総数

41,392,778

数値 の内、1944ま たは1945の 特定 日付は、各々の制度別に示された。社会保険局すべての制度 につ
いて同一年度 ・日付の情報 を提供できなかった。
〈原注 〉扶養家族数は、被保険者1人 について、1.5人 の扶養家族の比率に基づいて計算 した。 この比

率は、社会保険局の示唆による。
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表Ⅱ　 1946年3月31日 現在社会保険被保険者数

被保険者数

2,481,104

(約3,721,656人 の扶養家族)

2,259,077

(約3,388,545人 の 扶 養 家 族)

41,409,450

1,247,840

4,895,730

91,500

保険制度

都道府県管掌健康保険

健康保険組合

国民健康保険

労働災害責任保険

厚生年金保険23)

船員保険

出典:厚 生省社会保険局、被扶養者家族推計は表Iに 同じ。
<原 注>1944年12月31日 に対して1945年 初で被保険者数が増加 しているのは、土木工事、建設従事者に加えて林業従
事者を対象とするよう範囲拡大を図った勅令が出されたためである。
〈原注〉二つの表とも日本政府の報告に基づいて作成したが、当委員会にはこれらの数字の信頼1生をチェックする方法がな
い。この留保の元で、二つの表から日本の人口の大半が過去も現在も社会保険体制に頼っているかについて示唆を与える。
これは、とりわけ健康保障で真実である。戦争中は約6,500万 人が現在は約5,000万 人が二つの補貴園制度に加入している。

14億Z700万 のうちわずか1億1100万 円を占めるのみで

ある。表Ⅳ にまとめられた総支出は、約14億7700万 円

の歳入に対 して、約5億2500万 円に過 ぎない。この差は、

厚生年金制度での徴収過剰に由来する。

　大蔵省の企画課 によってGHQ/SCAPに もたらされた

情報 によると、1946年3月31日 に終了 した会計年度で

大 日本帝国政府が見積 もった国家費用は、およそ590億

円に達 した。表Ⅲ の中で言及 される1億1100万 円の政

府負担の全額が中央政府に求められた として もそれは、

国家予算全体の非常に小 さな部分にすぎない。

〈原注 〉両方の表では、健康保険加入者の一部で起 きて

いることのために二つの健康保険制度の適用者に若干の

重複がある。それは、たった一つのことによる。扶養家

族への医療給付の半額が世帯全員に医療給付 を行 う国民

健康保険によってまかなわれた。この重複の範囲は、わ

かっていない。

3.社会保険体制の収支

　 当委員会の中間報告では、全ての社会保険制度が持

つ収入 と購買力の強い配分効果に言及 した。当委員会は、

この社会保険の機能が 日本型経済へ も強い効果があると

強調 した。

　当委員会は、最近の日本の社会保険の総予算は、国民

所得再配分機能 を実施する当面の準備からは明 らかにほ

ど遠い意図の下にあることを描こうと試みた。

　表Ⅲは、1946年3月 までの会計年度における各種の歳入

によって日本政府が得た予想額を提示する。表Ⅳ は、各々

の社会保険制度における、種々の給付の経費の見積 りを提

示する。両方とも、予測は実際の数字の一部分だけに基づ

く、また給与支払の推定総額 と不完全な歳出記録による。

　表Ⅲ で主要な収入源が拠 出である点が注 目される。雇

い主の負担は、労働者の負担 をわずかに上回っている。

政府負担(税 負担分)は 、約75パ ーセ ントで歳入総額

その他収入

　 288,000

2,755,000

18,382,000

10,000

表Ⅲ　 1945会 計 年度社会 保険歳入推 計(1945.4.1～1946.3.31)

投融資

6,346,000

1,122,000

42,910,000

1,586,000

国庫負担

2,565,000

5,188,000

68,263,000

　 　 　 地 方

7,704,000

　 　 給 付

5,772,000

管 理 費 用

5,744.000

16,046,000

加入者
自己負担分

　 　 　 ※2

168,464,000

　 　 　 ※3
-77
,309,000

労働者負担

80,432,000

33,458,000

382,986,000

12,931,000

使用者負担

82,250,000

45,484,000

7,831,000

382,986,000

18,480,000

合計

171,881,000

88,007,000

340,132,000

7,331,000

820,408,000

49,043,000

保険制度

健康保険※1
1942年 数 値による

推計

国民健康保険

労働災害保険事故

厚生年金5)

船員保険

21,435,0051,964,000111,282,000245,783,000509,807,000537,031,0001,477,302,000合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典:厚 生省社会保険局
〈原注 〉※1942年 は、健康保険を経営者協会が運営した最後の年である。1945年 の方がやや大きい数値であることは
疑いの余地がない。
　 ※2加 入者掛け金
　 ※3自 己負担金
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表Ⅳ 　 1945会 計 年度社会保 険制度経 費見 積(1945．4.1～1946.3.31)

保険制度

健康保険

1942推

計 ※1

国民健康
保険

労働災害
保険

厚生年金

船員保険

合計

合計

103,836,792

68,490,576

281,752,000

6,889,000

36,071,731

27,554,730

524,594,829

健康診断
(予防措置)

64,517,520

31,201,992

276,431,000

2,547,642

　 90,530

3,632,421

378,421,105

医療給付

36,913,668

35,934,912

2,141,172

2,965,935

77,955,687

出産手当等

※2

4,922,000

4,922,000

障害補償 ・
年金

764,789

16,053,094

1,749,271

18,567,154

退職一時金

8,615,217

1,221,415

9,836,632

老年年金 遺族補償 ・
年金

1,208,300

11,403,420

17,790,457

30,402,177

葬祭給付

-2,405,604

1,353,672

399,000

136,567

195,231

4,490,074

〈原注 〉※11942と1945年 の扱いは表Ⅲ に同じ
※2医 療行為に含む
※3医 療給付による治療は3年 間である。その後も治療を必要 とす る場合の給付

　中央政府の予算のわずかな部分が社会保険制度のた

めに充てられているが、それに付加 されている地方の

拠出は、政府予算の0.2%以 下に過 ぎない。

　大蔵省 は、同年の国民所得は約900億 円と見積 もっ

た。 これが正 しい予想であるな らば、推定 された国家

の総収入であるならば、社会保険制度の充て られる約

1,477,000,000円 は、国民所得のわずか1.6%で あ り、国

家予算歳出の0.5%以 下に過 ぎない。

　 1945会 計年度のこれらの見積が戦争の終結、インフ

レーシ ョンや他の要 因によって 目標値か ら大幅にずれ

ると しても、大蔵省 も厚生省 も、社会保険制度 に割 り

当てられる政府収入の部分 と国民所得の部分について

示唆するところは同 じであろう。 これらの数字は、ほ

とんどのと比較 して戦争 出費の総額よ りとて も少 ない

額 しか社会保 険に充てていないことを明 らかに示 して

いる。

Ⅲ.日 本の社会保険の一般的な特徴

　社会保険が発達 したあらゆる国では、その制度は、

社会保険体制が始 まった時以降の始 ま経済、政治、文

化の状況 を反映す るい くつかの特徴 を持っ てい る。

当委員会 は、 これ らをを背景 とす る日本の社会保険体

制の特徴のい くつかを提示 したい。

1.戦 争の影響の証拠

　第2章 で示 された ように、社会保険制度の多 くは最

近に創設 され た。そのため、法令 と制度 自体が証明 し

ているように、運営方法 と同様 に戦時の影響 を受けて

いる。疑 う余地な く、戦費調達が労働者年金法制定 と

その比較的高い掛金率の設定の最 も大 きな理 由であっ

た。 さらにまた、戦争 中の政局が、被保険者 にも運営

当局に も社会保険制度の広報 に不利 に作用 した。特 に

出典:厚 生省社会保険局

医療サー ビスでは、人的資源の一般的な不足 によって

引 き起 こされたス タッフの削減は、管理監督機関が弱

体化 した。

2.社 会保険、社会保障でない6)

　 日本の制度で は、アメ リカの社会保障 制度 と異 な

り社会保 険と公的扶助の両方 を含む もの となっていな

い。 ドイツやイギ リス と同様に社会保険だけの制度 と

なっている。さらにまた、社会保険制度の財源は、ほ

とんど被保険者 と雇用者の負担によっている。政府の

補助金 は、表Ⅲ の通 り総経費の10%未 満 にす ぎない。

社会保険施策のみの機能 と、負担のほとん ど全てを賃

金に頼 る社会保障運営方法 には2つ の深刻 な課題が生

じてい る。第一 に、体制の財政的 な安定は主に就職率

に依存 してい るが、今般の ような経済危機 の際 には、

労働者数が減少するために歳入が収縮 して しまう。第

二に、雇用者の負担が被用者に転化 され、労働者 ・消

費者の負担が重 くなる。

3.社 会保障がカバーする広い範囲と社会保険の限界

　失業 を除いては、 日本の社会保険制度 は、伝統的 に

全ての社会的な事故に対応 している:病 気、出産、事故、

老年、障害、死。 しか しなが ら、 こうした広範囲の補

償は、一定の集 団のみに限 られている。5人 以上 を雇

用 している工場 ・鉱山、その他の企業の労働者 ・給与

所得者 は、最 も優遇 されている。

　初期 には、最 も社会的事故 に遭いやすい集団のみ に

社会保 険を適用 し、零細企業や商店の従業員を除外す

ることには、多少 とも正当化で きる理由があった。そ

れは、 日本の場合、そ うした人 々は家族 や町内会のよ

うな伝統的な部分 によって保護 されていると考 えられ

たか らである。 しか し、軍の敗北 と経済崩壊によって
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引 き起 こ された混乱 の 中、こ うした保 護が不 可能 に

なっていった。

　 日本社会保険体制の長所の一つに、国民健康保険の

対象が広いことが挙げ られる。 この制度 は、任意団体

によって運営 されるが、農民、 自営業、農村 ・中小都

市の5人 未満雇用企業等の従業員 のほ とんどが含 まれ

る。たとえメンバーに提供 されるサー ビスが不十分で

あるとして も、極 めて少 ない国 しか 日本のように7)農

民や自営業者 に医療が健康保障 を行 っていない。

4.社 会保険制度の範囲の整合性 を示す証拠

　最近の法制度 は、複数 の制度の整合 を図 っている。

実際、(a)健 康保険 と厚生年金保 険の加入者 は,ほ と

ん ど同 じであることは注 目に値す る。(b)ま た、以前

に策定 された退職金給付 制度 は、現在では1厚 生年金

保険制度に吸収 されている。

　統合 のもう一つの証拠 は、医療保険 と労働者年金が

労働災害補償 に組み入れられていることである。 これ

は、 これ らの制度 に含まれない少数の労働者群のため

に労災保険から分離 した制度 として残 されている。船

員保険は失業以外 の全ての事故に対 しての保険である

ことがその証拠 となっている。

　一方 で大都市 、他方 で農村 地帯や中小都市で異 な

る社会 ・経済状況のもとでは、ある程度健康保険 と国

民健康保険 とい う二種類の健康保 険制度が発展 したこ

とを正 当化す るか もしれない。 しか しながら、中小都

市で も5人 以上雇用の企業等 は健康保険が適用 されて

いる。また、国民健康保険 も、大都市で も法的には適

用可能である。二種類 の制度によって運用 される医療

サー ビスには重複の危険性が、明白にある。

5.国 際基準か ら見た給付

　全体的 に見て、 日本の社会保険制度 の給付水準 は、

国際基準 に適合 していない。老齢年金給付年齢 は、国

際的な平均か らかな り隔た っている(国 際平均65歳

に対 して日本で は55歳)。 しか し、資格獲得年数が長

いため、老年年金は、長年給付 されてお らず ,今後 も

給付 されないだろう。我 々は、障害の規定が非常に制

限されていることを示す ことがで きる。

　現金給付金は、国民健康保険体制にはない。 しか し

なが ら、これについては、加入者 のほとん どが農民、

自営業者 とその扶養家族であ り、賃金補填 を要 しない

事実によって説明で きる。

　最大の困難は、種 ・々の健康保険制度 によって提供 さ

れている医療の質の悪 さであるように見える。 インフ

レ、医薬品の不足、医師の技術不足医者 と不十分な管

理体制が こうした状況を助長 した。 しか し、 もう一つ

の重要 な要因は関係する法律や行政要綱 に最低基準が

盛 り込 まれていない ことにある。

6.児 童手当制度の欠如

　 当委員会は、児童手当制度が 日本の社会保 険制度 に

ない ことに驚いた。近年、全体主義国家では人口増の

為の制度 として児童手当が発展 した。軍国主義 日本は、

こうした国々に続 き社会保険または一般税収 から複数

の子供 を持つ家族へ手当を支給することになっていた

か もしれない。

　実は、 日本では子供の数に応 じた給付 は別の方法が

とられている。公務員 も民聞被用者 も家族手当は賃金

の一部 として支払 われている。 この種の家族手当 と関

係がある問題は、賃金政策に対処 している委員会の意

見が出されてい る。 これらの手当を若干の ヨーロッパ

諸国で開発 された制度に類似 した社会保険の特別制度

に取 り替 える という案が 日本 の政府筋か ら提案 されて

いる。こうした制度 は、家族手当の財政負担 を個 々の

雇用主か ら経済全体へ移動 させ る。当委員会は、 日本

での こうした制度に対する一般的な支持を示 唆す る如

何 なる指令 も出 していない。

　既存の種 々の社会保険制度で用意されている扶養家

族への給付は、特 に発展 していない。 また、人口増加

手段 として社会保 険を使 うという意向はほとん どみ ら

れない。

7.社 会保険と貧困救済の分離

　社会保 険体制 は、他の社会扶助 によって順序づ けら

れた補完がされているようになっていない。これまで、

日本の一般扶助 は、必要 とするいかなる援助 も社会保

険によってカバー されない人々へのほんの少 し援助で

しかなかった。当委員会 は小 さな町や村 で貧困救済担

当者8)が 国民健康保険組合 と協力 していることをみた。

しか し、よ り大 きな都市では、貧困救済 と保険制度間

での協力 関係は無いように見える。おそ らく、 この接

続 に関す る若干 の結論 は、1947年2月27日 に出され

る貧困救済 に関するGHQ/SCAP指 令9)に 従 って新た

な発展が望めるか もしれない。

8.被 保険者の参加

　現代 日本は、 ヨーロ ッパ の制度の基礎 にある哲学

思想抜 きに多 くの制度 を導入 した。社会保険制度 も

それにな らっている。被用者 は掛金 と雇用主の負担 に

よって、保険給付 ・サービス を受ける。その権利性は、

労働契約 と同様 に強固であ る。同時に、被保 険者は社

会保険制度管理の権利 と、制度運営方針決定に参加す

る権利 を得る。 これ らの2つ により、社会保険は一般
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的な社会制度の中でも最 も民主主義の色彩が強い。

　社会保険のこの原理は、 日本の社会保険制度が確か

に影響 を受けた日本的家族主義 と権威主義 とは正反対

である。 日本の法制度上存在 はしているが、被保険者

個人の不服 申 し立て手川頁は実際には使えないことが当

委員会の調査 で判明 している。被保 険者側の訴えは、

健康保険協会の会議録 で明 らか なように、驚 くほど民

主的に見える。 しか し、その委員 は会社側によって任

命 されている。国民健康保険協議会員の選出は、協議

会で行 われるというものの市役所職員による支配が明

白である。 しか し、当委員会 は新 しく発展中の労働組

合 を通 して、社会保険制度の被保険者である労働者の

活発 な参加が始 まったことに感動 した。

※以下は、表題 と主要項 目のみ

Ⅳ.変 化に関する日本の議論 －社会保険制度調査会

社会保険調査会委員

　 (a)労 働者(b)雇 主(c)有 識者(d)政 府高官

Ⅴ.広 範囲の改革のための詳細

　 a.日本で明 らかに必要である社会保障の特徴 と範囲

　b.活 用すべ き国民所得の部分

　 c.労 働者 と他の保険の被保険者のサービス経費に比

　　例 した負担

　雇用主(ま たは、消費者)の 負担

　納税者 の負担

Ⅵ

.広 範囲の改革のための準備段階

　改革 には、内閣に よって任命 される社会保険調査会

の権限 と目的が重要 となる。

Ⅶ

.即 時の行動を必要とすること

　 失業保険の創設

　 すべての大 きな組織的問題は後回 しにする。

1.社 会保険制度が イ ンフレーシ ョンの問、生 き延び

る措置

a.社 会保険の収入 の確保 され る。供給は、頻繁 にこ

れ らの助成金 をチ ェックさせ られなければならない。

b． 支出の調整

c.積 立金の調整(基 金の減額)

2.厚 生年金の財政計画の改善

a.年 金給付年齢の引 き上 げ

b.日 本型資本主義の修正

a.年 金適格性条件

b.専 門家の間で合意がない。

c.将 来の年金 のための期待が保証 されなければな ら

ない。

3.健 康保険制度が生 き延びる保証のための財政的処置

4.サ ービス水準向上のための処置

a.医 師の地域格差解消

b.医 師の再訓練 と非倫理的医師の排除

c.病 院配置の国家計画 を確立

d.薬 と他の医薬品のよ り公正な配布

委員会は、特 に以下の処置を推薦す る:

a.健 康保険機関 と医療 とのより良い協力

b.厚 生省による健康保険に関する最低基準策定

c.診 療報酬

d.可 能な場合は、開業医のセンターへの集中

e.健 康保険の権利 と患者の権利

f.有 資格 かつ信頼で きる医師による医療の監督

5.非 雇用者のための医療の供給

6.被 保険者 と雇用主のより幅広い参加

7.情 報 と教育 プログラムの開発

8.す ぐに必要 とされる管理上の処置

Ⅷ

.更 なる調査を必要とする緊急の問題

1.範 囲の拡大

a.現 在除外 されている小工場労働者

b.工 事現場の労働者

c.日 雇い

2.失 業 手 当 の設立

a.失 業 保 険

b.失 業 援助

c.失 業 扶助

3.労 働災害保険の改革

4.郵 便局簡易保険の評価

5.不 服申 し出制度の改革

6.家 族手当保険
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<訳 者 註>

1)GHQ/SCAP記 録(RG　 331、 国 立 公文 書館記 録 サ ー

　　 ビス/USA)ボ ッ クスno.9382

　 　REPORT　 ON　 THEJAPANESE　 SOCIAL

　 　INSURANCE　 PROGRAMSの 本 文 全 訳 で あ る。

　　付属文書及び最初 に付け られているMEMORANDUM

　 　FOR:Colonel　 Sams,　 Chief,PHWは 、 省略 した。付

　　属 文書 には、社会保障研 究者、政府 関係者、 医師等

　　広 範 な聴 き取 り調査 記 録 と統 計 が記 録 され て い る

　　が 、約50ペ ー ジに のぼ る膨 大 な量 であ り、 ここで

　　は割愛 せ ざる を得 な か った(本 文 で は、anumber

　 　of　conferencesと あ っさ り書 かれ ているが)。

2)国 会 図書館 所 蔵 マ イク ロ フイ ッシュで は、 この中

　　間報告 文書 は見 い だせ なか った。

3)Social　 lnsurance　 Systemは 「社 会 保 険 体 制 」

　　Social　Insurance　 Programは 「社 会保 険制度 」 と

　　訳 してい る。

4)原 本 で はc.と な って い るが 明 らか な間違 い であ る

　　ため補正 した。

5)Workers　 Annuity　 Insurance　 1941年 創 設 時 は 「労

　　働者 年 金 」 であ っ たが この報 告 書 当 時 は既 に 「厚

　　生年 金」 と名称変 更 され てい る。

6)原 文Social　 Insurance,not　 Social　Security

7)原 文gone　 as　fan　as　Japanは 意 味不 明 。　as　far　as

　 　 と して意 訳 した。

8)原 文relief　 authoritiesお そ ら く方 面 委員 又 は 方

　　面員 書記 を指 す と思 われ る。

9)SCAPIN775　 Public　 Assistance「 社 会救 済 」 日本

　　の貧 困救 済制 度 に対 して大 きな影響 を与 えた。
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